
株 主 各 位

第６２回定時株主総会招集ご通知

拝啓 ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

さて、当社第６２回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席下さいますようご案内申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封

の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成２２年６月２４日（木曜日）

午後５時２５分までに到着するようご送付の程お願い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 平成２２年６月２５日（金曜日）午前１０時

２．場 所 香川県高松市木太町２１９１番地１

高松国際ホテル 新館２階 瀬戸の間

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第６２期（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人

及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第６２期（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

証券コード６３９５
平成２２年６月４日

香川県高松市新田町甲３４番地

代表取締役社長 多田野 宏一
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４．その他招集にあたっての決定事項

� 議決権行使書用紙に、議案に対する賛否の表示をされないときは、

賛成の意思表示をされたものとして取り扱います。

� 株主総会にご出席いただけない場合には、議決権を有する他の株主

１名を代理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただ

し、代理権を証明する書面のご提出が必要となります。

以 上

◎ 当日、ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付

にご提出下さいますようお願い申し上げます。

◎ 事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http：／／www．

tadano．co．jp／）に掲載させていただきます。
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（提 供 書 類）
事 業 報 告

１． 企業集団の現況に関する事項
� 企業集団の事業の経過及び成果並びに対処すべき課題

当期におけるわが国経済は、輸出や生産が持ち直すなか、企業収益が

改善し、設備投資は下げ止まりつつあるものの、雇用・所得環境は依然

として厳しく、先行き不透明なまま推移しました。

私どもの業界は、国内では様子見・買い控えにより、海外ではエネル

ギー関連を始め各種プロジェクトの中断・延期により、建設用クレーン

の需要が激減しました。

当社グループは、経営環境の激変を受け、販売面では需要掘り起こし

による売上確保に努め、生産面では一時休業等による大幅な減産に取り

組むとともに、総人件費圧縮と諸経費削減に注力しました。また「品質

とサービス」の強化に向けて人員再配置を行い、原価低減を強力に推進

するべく、本格的な原価低減活動に着手しました。

なお、大幅な減産と売上確保に取り組みました結果、最大の経営課題

であったたな卸資産の圧縮は当期末に一定の目処がつきました。

一方で、平成２０年１２月買収の米国子会社タダノ・マンティスCorp．

（以下マンティス社という）は、経営環境の激変を受け、収益力が急速

に悪化しました。このため、当期末にマンティス社の「のれん」につい

て見直した結果、「減損損失」を計上することとしました。これにとも

ない、重要性の判断からマンティス社を連結子会社としました。

このようななかで、国内売上高は、建設用クレーン等の売上が大幅に

減少したため、４８０億５千９百万円（前期比６５．５％）となり、海外売上

高は、大幅な需要減と円高により、５６１億９千１百万円（前期比６２．９％）

となりました。この結果、総売上高は、１，０４２億５千１百万円（前期比

６４．０％）となりました。なお、海外売上高比率は、５３．９％となりました。

経常利益につきましては、総人件費圧縮と諸経費削減に注力しました

が、売上の大幅な減少と、価格高騰時に仕入れた原材料の使用や操業度

（ ）平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで
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低下による原価の上昇により、２億９千７百万円（前期比２．９％）とな

りました。当期純利益につきましては、主にマンティス社に関わる減損

損失８億３千５百万円の計上により、８億９千５百万円の損失（前期５５

億３千９百万円の利益）となりました。

なお、マンティス社を連結子会社としたため、営業利益が４億５千万

円、経常利益が４億７千１百万円、当期純利益が８億６千５百万円減少

しております。

主要品目別の概要は、次のとおりであります。

建設用クレーン

国内売上につきましては、景気の先行き懸念による買い控えにより需

要が半減するなか、シェアアップに努め、過去最高のシェアを達成しま

したが、１８６億９千９百万円（前期比５１．８％）となりました。

海外売上につきましては、大幅な需要減と円高により、４７０億１千２

百万円（前期比６３．７％）となりました。

この結果、建設用クレーンの売上高は、６５７億１千２百万円（前期比

５９．８％）となりました。

車両搭載型クレーン

トラック需要が過去最低を更新するなか、燃費や品質を一段と高めた

モデルチェンジ製品の拡販に努めましたが、車両搭載型クレーンの売上

高は、６８億８百万円（前期比６１．４％）となりました。

高所作業車

電力電工・通信・レンタル向け需要が設備投資抑制により激減するな

か、拡販に努め、過去最高のシェアを達成しましたが、高所作業車の売

上高は、８２億８千３百万円（前期比６９．３％）となりました。

その他

部品、修理、中古車等のその他の売上高は、２３４億４千７百万円（前

期比７８．６％）となりました。

今後の経済見通しにつきましては、日本経済は、民間需要が低調に推
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移するものの、輸出の増勢が続き、景気の回復が徐々に強まることが期

待されます。海外では、米国経済は緩やかな回復、欧州経済は低成長に

とどまる見通しのなか、中国等の新興国が引続き世界経済を牽引するこ

とが期待されます。

当社グループを取り巻く市場環境は、主力の建設用クレーンにおい

て、エネルギー関連を始め各種プロジェクトによる需要回復が期待され

ますが、海外需要は欧米市場の回復の足取りが重いことから減少を見込

み、国内需要は老朽化による買い替えで横ばいと見込んでおります。

また、車両搭載型クレーンの国内需要は横ばい、高所作業車の国内需要

は回復を見込んでおりますが、総じて厳しい環境で推移するものと予想

されます。

当社グループは、経営環境の激変を受けて、平成２１年度（０９年度）よ

り『中期経営計画（０８－１０）』を凍結し、緊急対応に集中しております。

平成２２年度（１０年度）は、マーケットシェアアップとグループ製品拡販

による売上確保、SVE活動による原価低減と徹底的な経費削減、たな

卸資産の適正化を推進すると共に、競争力の源泉である「品質とサービ

ス」に注力し、品質の向上とCS（カスタマーサポート）体制の強化を

図ります。

私たちタダノグループは、「企業が社会や人との調和の中に生かされ

ている存在」との認識のもと、地域社会・国際社会発展への貢献と地球

環境の保全に役立つ事業活動を推進し、全てのステークホルダーの期待

に応え、企業価値を最大化することで、「世界に、そして未来に誇れる

企業」を目指します。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜り

ますようお願い申し上げます。
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� 企業集団の設備投資等の状況

当期の設備投資は、１５億８千３百万円となりました。なお、当期中に

完成した主要設備、当期において継続中の主要設備の新設・拡充及び重

要な設備の除却・売却につきましては、特記すべき事項はありません。

� 企業集団の資金調達の状況

当期においては、借入金返済資金と運転資金に充当することを目的と

して、本年１月に第４回無担保社債２００億円を発行いたしました。

� 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第５９期

（平成１９年３月期）
第６０期

（平成２０年３月期）
第６１期

（平成２１年３月期）
第６２期（当期）

（平成２２年３月期）

売 上 高 １４４，６９３百万円 １７４，３６０百万円 １６２，７６７百万円 １０４，２５１百万円

経 常 利 益 １３，５５０百万円 １７，９８０百万円 １０，３３１百万円 ２９７百万円

当期純利益又は
当期純損失（△）

７，６８９百万円 １１，６１９百万円 ５，５３９百万円 △８９５百万円

１株当たり
当期純利益又は
１株当たり
当期純損失（△）

６０．０８円 ９１．３２円 ４３．５６円 △７．０５円

純 資 産 ７９，３５３百万円 ８７，４９０百万円 ８６，４６１百万円 ８４，６０８百万円

総 資 産 １６３，２５１百万円 １７７，４０４百万円 １７６，４６５百万円 １５９，８７５百万円

連 結
子 会 社 数

２３社 ２４社 ２５社 ２６社

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均株式数により算
出しております。
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� 企業集団の主要な事業内容

当社グループは、建機事業（建設用クレーン、車両搭載型クレーン及び

高所作業車等の製造販売）を営んでおります。

� 重要な子会社の状況

区 分 主 な 製 品

建 設 用 ク レ ー ン
オールテレーンクレーン、ラフテレーンクレーン、
トラッククレーン、軌陸車、伸縮ブーム式クローラ
ークレーン

車両搭載型クレーン カーゴクレーン、車両運搬車、軌陸車

高 所 作 業 車
高所作業車、穴掘建柱車、高架道路・橋梁点検車、
軌陸車、照明車

そ の 他 部品、修理、中古車、リフター等

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主要な事業内容

フ ァ ウ ン Ｇ ｍ ｂ Ｈ
４５，２７４
千ユーロ

１００．０％ 建設用クレーン等の製造

タダノ・ファウンＧｍｂＨ
５，６２４
千ユーロ

（１００．０％）建設用クレーン等の販売

タダノ・アメリカ Corp．
２，５００
千米ドル

（１００．０％）建設用クレーン等の販売

四 国 機 工 株 式 会 社 １８０百万円 １００．０％ 建設用クレーン等の部品の製造

株式会社タダノアイメス ６０百万円 １００．０％ 建設用クレーン等の販売

（注）タダノ・ファウンGmbH及びタダノ・アメリカCorp．の当社の出資比率は、間接
所有の割合を表示しております。
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� 当社の主要な提携の状況

� 企業集団の主要な営業所及び工場等

相 手 先 国名 提 携 内 容

日立建機株式会社 日本
トラッククレーン及びクローラクレーンの販売提
携並びに高所作業車のOEM相互供給

コベルコクレーン株式会社 日本
ラフテレーンクレーンの完成車・キャリヤ部の生
産受託及びクレーン部の部品の共通化・共同購買

北京京城重工機械
有 限 責 任 公 司

中国
建設用クレーンの製造・販売を目的とする合弁会
社「北起多田野（北京）起重機有限公司」の設立
（資本金３０百万米ドル、当社出資比率５０％）

区 分 名 称 及 び 所 在 地

当 社

本 社 等 本社：香川県高松市、東京事務所：東京都墨田区

工 場
高松工場：香川県高松市、志度工場：香川県さぬき市、
多度津工場：香川県多度津町、千葉工場：千葉県千葉市

研 究 所 ・
試 験 場

技術研究所：香川県高松市、
三本松試験場：香川県東かがわ市

支社・支店等

東日本支社：宮城県仙台市
北海道支店：北海道札幌市、東北支店：宮城県仙台市、
北陸支店：富山県富山市

中日本支社：東京都墨田区
関東支店：埼玉県上尾市、東京支店：東京都墨田区、
中部支店：愛知県一宮市

西日本支社：大阪府堺市
関西支店：大阪府堺市、四国支店：香川県高松市、
中国支店：広島県坂町、九州支店：福岡県大野城市

北京事務所：中国・北京市
中東事務所：アラブ首長国連邦・ドバイ市

重 要 な
子 会 社

本社及び工場

ファウンGmbH：ドイツ・バイエルン州（本社及び工場）
タダノ・ファウンGmbH：ドイツ・バイエルン州（本社）
タダノ・アメリカCorp．：米国・テキサス州（本社及び工場）
四国機工株式会社：香川県多度津町（本社及び工場）
株式会社タダノアイメス：東京都墨田区（本社）
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� 企業集団及び当社の従業員の状況

� 企業集団の従業員の状況

� 当社の従業員の状況

� 当社の主要な借入先の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減

建 設 用 ク レ ー ン １，６６１名 ＋６７名

車 両 搭 載 型 ク レ ー ン ２９１ ＋１７

高 所 作 業 車 ２９４ ＋２４

そ の 他 ７１８ ＋３３

全 社 共 通 ７９ △１０

合 計 ３，０４３ ＋１３１

（注）１．従業員数は、就業人員を記載しております。
２．従業員数における国内・海外従業員数は、国内２，１７１名、海外８７２名となっており
ます。

借 入 先
借 入 金 残 高

短期借入金 長期借入金 合 計

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ― ７，０１０ ７，０１０

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 ― ３，６４０ ３，６４０

株式会社三菱東京UFJ銀行 ― ２，０６０ ２，０６０

（注）当社の借入金総額２０，１７６百万円の１０％以上の借入先を記載しております。

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

１，４３４名 ＋３４名 ４１．７歳 １７．６年

（注）１．従業員数は、就業人員を記載しております。
２．従業員数には、嘱託８１名を含み、出向者１８４名は含んでおりません。

百万円 百万円 百万円
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� 発行可能株式総数 ４００，０００，０００株

� 発行済株式の総数 １２９，５００，３５５株（自己株式２，３９８，９６９株含む）

� 株 主 数 １０，３００名

� 大 株 主

２． 会社の株式に関する事項

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 持株比率

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社

１１，８１０ ９．２

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 ８，２３９ ６．４

資 産 管 理 サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社

６，９５５ ５．４

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ６，２４６ ４．９

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 ６，１７１ ４．８

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 ４，０１４ ３．１

株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 ３，３６７ ２．６

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社

３，３６４ ２．６

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 ３，２１７ ２．５

多 田 野 弘 ３，０６９ ２．４

（注）１．発行済株式の総数（自己株式除く）の１０分の１以上の数の株式を保有する大株主
はおりません。
２．持株比率は、自己株式２，３９８，９６９株を控除して計算しております。
３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、資産管理サービス信託銀行株式会
社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の持株数は、すべて当該各社の信託
業務に係る株式であります。
４．日本生命保険相互会社の持株数には、特別勘定口４３８千株を含んでおります。
５．明治安田生命保険相互会社の持株数には、特別勘定口１４千株を含んでおります。
６．第一生命保険相互会社の持株数には、特別勘定口９千株を含んでおります。

千株 ％
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３． 会社役員に関する事項

� 取締役及び監査役に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 多田野 宏 一 開発部門統括

代表取締役副社長 高 戸 紀 幸
社長補佐、企画管理部門統括、中国事
業部門担当

取締役・執行役員専務 鈴 木 正
国内営業部門・欧州事業部門・CS部
門統括、営業統括部門・米州事業部
門・海外営業部門担当

取締役・執行役員常務 大 薮 修 二
生産部門・品質安全部門統括、購買部
門担当

取 締 役 伊 藤 伸 彦 TPGキャピタル株式会社顧問

取 締 役 吉 田 康 之 株式会社日建設計総合研究所取締役

常 勤 監 査 役 中 西 正 晴

常 勤 監 査 役 宇 川 悦 栄

常 勤 監 査 役 石 川 博 文

監 査 役 三 宅 雄一郎 弁護士（三宅法律事務所代表）

（注）１．当期中の取締役の異動
退任 平成２１年６月２３日開催の第６１回定時株主総会終結の時をもって、伊賀正氏
は取締役を退任いたしました。

２．当期中の監査役の異動
就任 平成２１年６月２３日開催の第６１回定時株主総会において、中西正晴氏が新た
に監査役に選任され、就任いたしました。

退任 平成２１年６月２３日開催の第６１回定時株主総会終結の時をもって、依光慶二
氏は監査役を退任いたしました。

３．取締役のうち伊藤伸彦、吉田康之の両氏は、社外取締役であり、株式会社東京証
券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
４．監査役のうち石川博文、三宅雄一郎の両氏は、社外監査役であり、株式会社東京
証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
５．監査役 宇川悦栄氏は、当社経理担当部長を経験し、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有するものであります。
６．当社とTPGキャピタル株式会社、株式会社日建設計総合研究所及び三宅法律事
務所との間に特別な関係はありません。
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地 位 氏 名 担当・委嘱業務

代 表 取 締 役 社 長 多田野 宏 一 企画管理部門・開発部門統括

代表取締役副 社 長 高 戸 紀 幸

取締役・執行役員専務 鈴 木 正
CS部門・国内営業部門・海外営業部門・欧
州事業部門・米州事業部門統括、営業統括部
門担当

取締役・執行役員常務 大 薮 修 二
生産部門・品質安全部門統括、購買部門・中
国事業部門担当

取 締 役 伊 藤 伸 彦

取 締 役 吉 田 康 之

執 行 役 員 常 務
アレクサンダー・
クネヒト

欧州事業部門担当、ファウンGmbH取締役
社長

執 行 役 員 常 務 北 野 尚 夫
国内営業部門担当、営業統括部門担当補佐、
国内営業企画部長

執 行 役 員 常 務 児 玉 義 人 企画管理部門担当、企画管理部長

執 行 役 員 多田野 誠 二 中国事業部門担当補佐

執 行 役 員 作 田 実
欧州事業部門担当補佐、ファウンGmbH取
締役副社長兼タダノ・ファウン・シュタール
バウGmbH取締役社長

執 行 役 員 池 上 友 博 品質安全部門担当

執 行 役 員 内 田 秀 三
中国事業部門担当補佐、北起多田野（北京）
起重機有限公司総経理

執 行 役 員 土 谷 良 明 生産部門担当、志度工場長

執 行 役 員 奥 山 環 生産部門・購買部門担当補佐、生産技術部長

執 行 役 員 澤 田 憲 一 CS部門担当、部品部長

執 行 役 員 西 陽一朗 開発部門担当、開発企画部長

執 行 役 員 飯 村 慎 一
海外営業部門・米州事業部門担当、営業統括
部門担当補佐、海外営業第一部長

執 行 役 員 川 本 親 開発部門担当補佐、LE開発第二部長

執 行 役 員 � 梨 利 幸 国内営業部門担当補佐、国内営業企画部部長

７．平成２２年４月１日現在の取締役及び執行役員の担当・委嘱業務は、以下のとおり
であります。
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� 取締役及び監査役の報酬等の額

� 社外取締役及び社外監査役に関する事項

� 社外取締役及び社外監査役の当期における主な活動状況

� 責任限定契約の内容の概要

社外取締役及び社外監査役につきましては、当社との間で会社法第

４２３条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、

当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額で

あります。

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 伊藤 伸彦
当期開催の取締役会１９回のうち１８回に出席し、主
に企業経営に関する豊富な知識・経験等に基づく
観点から、適宜発言をしております。

取 締 役 吉田 康之
当期開催の取締役会１９回のうち１８回に出席し、主
にシンクタンクで培った豊富な知識・経験等に基
づく観点から、適宜発言をしております。

監 査 役 石川 博文

当期開催の取締役会１９回、監査役会１４回のすべて
に出席し、主にコンプライアンスに関する豊富な
知識・経験等に基づく観点から、適宜発言をして
おります。

監 査 役 三宅雄一郎
当期開催の取締役会１９回のうち１６回、監査役会１４
回のうち１２回に出席し、主に弁護士としての専門
的見地から、適宜発言をしております。

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役 ７名 ２２８百万円（うち社外取締役２名 ２１百万円）

監 査 役 ５名 ５１百万円（うち社外監査役２名 ２０百万円）

（注）１．使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与含む）は支払っておりません。
２．上記には平成２１年６月２３日開催の第６１回定時株主総会終結の時をもって退任いた
しました取締役１名、監査役１名を含んでおります。
３．取締役及び監査役の報酬限度額は、平成２０年６月２４日開催の第６０回定時株主総会
において、取締役 年額４５０百万円（うち社外取締役分は年額６０百万円。使用人兼務
取締役の使用人給与相当額は除く）、監査役 年額１００百万円（うち社外監査役分は
４０百万円）と決議いただいております。
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４． 会計監査人の状況

� 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、

平成２１年７月１日付けで有限責任監査法人となりました。

� 当期中に係る会計監査人の報酬等の額

� 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社都合の場合の他、会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令

に違反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場

合、監査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の

検討を行い、解任又は不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規程に

則り、当該会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会の付議

議案とすることを取締役会へ請求し、取締役会はそれを審議いたしま

す。

会計監査人の報酬等の内容 支払額

� 当社が公認会計士法第２条第１項の監査証明業
務の対価として支払うべき報酬等

千円
４５，０００

� 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

４６，５００

（注）１．会計監査人との契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬額を区分しておりませんので、�の金額には金融商品取引法に基づく監
査の報酬等の額を含めております。
２．重要な子会社のうち、ファウンGmbH及びタダノ・ファウンGmbHは、デロイ
ト トウシュGmbH、タダノ・アメリカCorp．は、デロイト トウシュ LLPの監査
を受けております。
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５． 会社の体制及び方針

� 業務の適正を確保する体制（内部統制システム構築の基本方針）

当社取締役会において、次のとおり決議しております。

� 取締役及び使用人の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

当社は、タダノグループ「CSR憲章」「CSR規範」に従って、グル

ープ社員全員が法令や社会のルールを遵守し、また高い倫理観をも

ち、透明・健全かつ誠実な事業活動に取り組む。

また、コンプライアンス担当役員を設置すると共に、コンプライア

ンス委員会を通じて、啓発ツール等による法令遵守の教育研修を行

い、コンプライアンスの徹底を図ると共に、内部通報制度によりコン

プライアンス体制の強化を図る。

� 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る文書その他の情報については、当社の社内

規程等に従い、適切に保存及び管理を行う。取締役及び監査役は、常

時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

� 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の業務上には、事業戦略リスク、法的リスク、製品安全リスク、

情報セキュリティリスク、環境リスク、自然災害リスク等様々なリス

クがある。リスク委員会を通じて、定期的に社内のリスクの洗い出し

と評価を行い、リスク毎に対応部署を定めて対応策を講じると共に規

程化等により、リスクマネジメントの強化を図る。

� 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、グループとして目標とすべき中期経営計画を定める。

また、中期経営計画に基づき、年度毎に業績目標と予算を設定して、

定期的に業績及び予算管理を行うと共に適切な経営資源の配分を行

い、効率的な業務執行の確保を図る。
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� 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

グループ子会社は、当社が定める「グループ経営推進基準」に従っ

て、経営を行う。

当社は、グループ社員にも「CSR憲章」「CSR規範」及び内部通報

制度を適用し、グループのコンプライアンス体制を強化する。グルー

プ子会社は、各社の事業や規模を踏まえたリスク管理を行い、かつ内

部統制システムの構築を推進する。

� 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使

用人に関する体制及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の求めがあった場合には、内部統制室その他の関連部署は、

監査役を補助するものとする。当該使用人に対しては、取締役及び他

の使用人からの独立性を確保する。

� 取締役及び使用人が監査役会に報告をするための体制その他の監査

役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、当社及びグループ会社に著しい損害を及ぼす

事実及び法令・定款違反等コンプライアンスに関する重大な事実を発

見した場合は、遅滞なく監査役に報告し、内部監査の実施状況及び内

部通報制度に基づく通報状況については、適時に監査役に報告する。

取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する報告を求められ

た場合には、速やかに報告する。

� その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、重要な会議に出席すると共に、代表取締役社長及び会計

監査人と各々定期的に意見交換会を開催する。

監査役、内部統制室、会計監査人は、相互に意思疎通し連携して各々

監査の実効性の向上を図る。
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� 株式会社の支配に関する基本方針

� 基本方針の内容の概要

当社は、当社の経営方針であります企業価値の最大化に向けて事業

活動を推進するにあたっては、当社グループの事業活動に関する幅広

いノウハウと豊富な経験、並びに国内外の顧客・取引先及び従業員等

の全てのステークホルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠

であり、これらに関する十分な理解があってこそ、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者として、当社グループの企業価値・株主

の皆様の共同の利益の最大化に向けた経営を行うことが可能であると

考えております。

従って、これらに関する十分な理解なしに当社株券等の大規模買付

行為等がなされる場合には、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利

益を確保し、向上させることにならないものと考えております。

しかし、大規模な買付行為等の中には、買収目的等からみて、当社

の企業価値・株主の皆様の共同の利益に対し明白な侵害をもたらすも

の、あるいは当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向

上させることにならないものも存在する可能性があります。

当社は、このような企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、

向上させることにならない大規模な買付行為等を行う者は、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えてお

ります。

� 基本方針の実現に資する取組みの概要

当社は、「市場変動を乗り越え、新たな成長軌道へ」をメインテー

マとして平成２０年度から平成２２年度までの『中期経営計画（０８－１０）』

に取組んでおります。しかしながら、経営環境の激変を受けて、平成

２１年度（０９年度）より『中期経営計画（０８－１０）』を凍結し、緊急対

応に集中しております。

また、コーポレート・ガバナンスにつきましては、経営の透明性・

健全性・効率性を確保するための経営の重要課題の一つとして位置付
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けております。

当社では、執行役員制度を導入し、少数の取締役によって、グルー

プ全体の視点に立った迅速な意思決定を行い、取締役相互の監視と執

行役員の業務執行の監督を行っております。

監査役は、重要な会議に出席すると共に、代表取締役社長及び会計

監査人と各々定期的に意見交換会を開催しております。

さらに、企業としての社会的責任を果たすため、CSR委員会（委

員長：代表取締役社長）を設置し、その課題解決推進組織となる「リ

スク委員会」「コンプライアンス委員会」「環境委員会」「製品安全委

員会」「人財育成委員会」「安全衛生委員会」を通じ、経営の透明性と

健全性を継続的に高め、業務リスクの軽減と業務品質向上を図る取組

みを行っております。

� 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針

が決定されることを防止するための取組みの概要

当社は、上記�の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財

務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みと

して、平成２０年５月８日に開催された取締役会において、当社株券等

の大規模買付行為等に関する対応方針（以下「本対応方針」という）

の導入を決定し、平成２０年６月２４日開催の第６０回定時株主総会におい

て承認可決されました。これにより、本対応方針の有効期間は、平成

２３年６月開催予定の第６３回定時株主総会の終結の時までの３年間とな

っております。

当社株券等の大規模買付行為等が行われる場合、大規模買付者に対

して、当該大規模買付行為等に関する必要な情報の事前の提供及びそ

の内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、当社株券

等の大規模買付行為等に関するルール（以下「大規模買付ルール」と

いう）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を求

めます。

そして、�大規模買付者がこの大規模買付ルールを遵守しない場
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合、或いは�遵守した場合でも、大規模買付行為等が当社に回復し難

い損害をもたらすことが明らかであるときや、企業価値・株主の皆様

の共同の利益を著しく損なうときには、当社取締役会として一定の対

抗措置を講じる方針です。

大規模買付行為等に対する対抗措置としては、大規模買付者による

権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当

てその他法令又は当社の定款において当社取締役会の権限として認め

られているものの中から、その時々の状況に応じて、適切なものを選

択するものとします。

� 上記の各取組みに関する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

ａ．基本方針の実現に資する取組み（上記�の取組み）について

上記�に記載した諸施策は、当社の企業価値・株主の皆様の共同

の利益を確保し、向上させるための具体的方策として策定されたも

のであり、まさに基本方針の実現に資するものであります。

従って、これらの各施策は、基本方針に沿うものであり、当社の

株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではありません。

ｂ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方

針が決定されることを防止するための取組み（上記�の取組み）に

ついて

� 当該取組みが基本方針に沿うものであること

本対応方針は、上記�に記載のとおり、大規模買付行為等が行

われた際に、当該大規模買付行為等が不適切な買付行為等でない

かどうかを株主の皆様及び当社取締役会が判断するために必要な

情報及びその内容の評価・検討等に必要な期間を確保し、当社取

締役会が株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うことなど

を可能とすることで、企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保

し、向上させるための枠組みであり、基本方針に沿うものであり

ます。
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� 当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものでは

なく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは

ないこと

当社は、以下の理由により、本対応方針は当社株主の皆様の共

同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものではないと考えております。

１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成１７年５月２７日に

発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための

買収防衛策に関する指針」の定める三原則（�企業価値・株主

共同の利益の確保・向上の原則、�事前開示・株主意思の原

則、�必要性・相当性確保の原則）を充足しております。

２）株主意思を重視するものであること

本対応方針の有効期間は、平成２０年６月２４日開催の第６０回定

時株主総会において、本対応方針に関する株主の皆様のご意思

を確認させていただくため、�本対応方針の導入、継続、変更

及び廃止を株主総会の決議によっても決定することができるこ

ととする定款変更、並びに、�本対応方針の有効期間の延長の

可否について株主の皆様に議案としてお諮りし、株主の皆様の

ご承認を得て、平成２０年６月２４日開催の第６０回定時株主総会の

日から平成２３年６月開催予定の第６３回定時株主総会の終結の時

までの３年間となっております。

加えて、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株

主総会又は当社取締役会において本対応方針を変更又は廃止す

る旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で変更

又は廃止されることになり、株主の皆様の意向が反映されるも

のとなっております。

３）独立性の高い社外者の判断を重視していること

当社は、本対応方針の導入に当たり、大規模買付ルールを遵

守して一連の手続が進行されたか否か、及び、大規模買付ルー
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ルが遵守された場合に当社の企業価値・株主の皆様の共同の利

益を確保し又は向上させるために必要かつ相当と考えられる一

定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終

的な判断を行いますが、その判断の合理性、公正性を担保する

ために、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を

設置し、その勧告を最大限尊重するものといたします。

実際に大規模買付行為等がなされた場合には、独立委員会

が、独立委員会規則に従い、当該大規模買付行為等が当社の企

業価値・株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであるか

否かを検討し、当該大規模買付行為等に対して対抗措置を発動

すべきか否かについて、取締役会に勧告します。当社取締役会

は、その勧告を最大限尊重して対抗措置を発動するか否かを決

定します。独立委員会の勧告の概要及び判断の理由等について

は適時に株主の皆様に情報開示いたします。

このように、独立性の高い独立委員会により、当社取締役会

が恣意的に対抗措置の発動を行うことのないよう厳しく監視す

ることによって、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に

資するよう本対応方針の運用が行われる仕組みが確保されてお

ります。

４）合理的かつ客観的な対抗措置発動要件を設定していること

本対応方針においては、大規模買付行為等に対する対抗措置

は合理的かつ客観的な要件が充足されなければ発動されないよ

うに設計されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止

するための仕組みが確保されております。

５）第三者専門家の意見を取得すること

大規模買付者による大規模買付行為等が行われた場合、独立

委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独

立した第三者（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバ

イザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家

を含みます）の助言を得ることができます。これにより、独立
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委員会の勧告を最大限尊重してなされる当社取締役会の判断の

公正さ、客観性がより強く担保される仕組みとなっておりま

す。

６）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

本対応方針は、有効期間の満了前であっても、当社株主総会

又は当社取締役会における本対応方針を変更又は廃止する旨の

決議により、いつでも変更又は廃止することができるものとさ

れております。従って、本対応方針は、いわゆるデッドハンド

型の買収防衛策（取締役の構成員の過半数を交代させてもな

お、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、

当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本対応方針

はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度

に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要

する買収防衛策）でもありません。なお、取締役解任決議要件

につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重

をしておりません。

（備考） 本事業報告中に記載の表示単位の金額及び株式数並びに持株比率は、数値未満を切り捨てております。
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メモ欄
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連結貸借対照表（平成２２年３月３１日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１０７，９６６
３０，８３２
３１，７１０
１７，５１１
１３，１９１
８，４２９
２，２４４
１，８０４
３，２０１

△ ９５８

５１，９０８
３６，９３４
１１，３６９
３，９７０
１９，８８８
３５４
９８

１，２５１

２，６１５
１，３２８
１，２８７

１２，３５８
６，１１７
３，６２０
３，２１０

△ ５９０

（負 債 の 部）
流 動 負 債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
製 品 保 証 引 当 金
債務保証損失引当金
未経過割賦販売利益
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
負 の の れ ん
そ の 他

３０，６８０
１１，８２５
１０，０１１
１６６

２，７４８
３８３

１，０４２
０

１，０４３
３，４５８

４４，５８５
２０，０００
１５，９９０
３８５
１９８

２，８０４
４，７０４
１０
４９２

負 債 合 計 ７５，２６６

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
為替換算調整勘定

少 数 株 主 持 分

８７，５１６
１３，０２１
１６，８５２
５９，８０８

△ ２，１６６
△ ３，５８０
△ ２２１
△ ６８
△ ３，２９０

６７３

純 資 産 合 計 ８４，６０８

資 産 合 計 １５９，８７５ 負 債 純 資 産 合 計 １５９，８７５
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連結損益計算書（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高
売 上 原 価

１０４，２５１
８３，７５６

割賦販売利益繰延前売上総利益
未 経 過 割 賦 販 売 利 益 戻 入
未 経 過 割 賦 販 売 利 益 繰 入

６１１
４

２０，４９４

６０７

売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

２１，１０２
２０，４９０

営 業 利 益 ６１２

営 業 外 収 益
受 取 利 息
割 賦 販 売 受 取 利 息
受 取 配 当 金
負 の の れ ん 償 却 額
雑 収 益

８１
２６７
１７９
１３
５４６ １，０８９

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失

７４５
６５８ １，４０４

経 常 利 益 ２９７

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 取 崩 益
関 係 会 社 清 算 益

２６
３４９
６ ３８２

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損
減 損 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入
会 員 権 等 評 価 損

７
８３５
８
１ ８５２

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

６１３
△ １９

１７２

５９４

少 数 株 主 利 益 １２９

当 期 純 損 失 ８９５
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連結株主資本等変動計算書
（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成２１年３月３１日残高 １３，０２１ １６，８５６ ６２，３５６ △２，１５９ ９０，０７６

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △１，６５２ △１，６５２

当期純損失 △ ８９５ △ ８９５

自己株式の取得 △ １５ △ １５

自己株式の処分 △ ３ ７ ３

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 △ ３ △２，５４８ △ ７ △２，５５９

平成２２年３月３１日残高 １３，０２１ １６，８５２ ５９，８０８ △２，１６６ ８７，５１６

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成２１年３月３１日残高 △ １９５ ５ △ ６８ △３，６９９ △３，９５９ ３４４ ８６，４６１

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △１，６５２

当期純損失 △ ８９５

自己株式の取得 △ １５

自己株式の処分 ３

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △ ２６ △ ５ ４０９ ３７８ ３２９ ７０７

連結会計年度中の変動額合計 △ ２６ △ ５ ４０９ ３７８ ３２９ △１，８５２

平成２２年３月３１日残高 △ ２２１ △ ６８ △３，２９０ △３，５８０ ６７３ ８４，６０８
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
� 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数……２６社
主要な連結子会社の名称
ファウンGmbH、タダノ・ファウンGmbH、タダノ・アメリカCorp．
四国機工�、�タダノアイメス

（除外）
前連結会計年度まで当社の連結子会社であった国際機械商事�は、平成

２１年４月１日付で当社に吸収合併されております。また、前連結会計年度
まで当社の連結子会社であったタダノ・エンタープライズ�は、平成２１年
１０月１日付で連結子会社であるトーヨークレーンサービス�に吸収合併さ
れております。なお、トーヨークレーンサービス�は商号変更し、�タダ
ノテクノ東日本となっております。
（新規）
当連結会計年度において、金天利多田野（河北）金属加工有限公司、タ
ダノオセアニア Pte．Ltd．を設立したことにより、当連結会計年度より
連結子会社に含めております。また、前連結会計年度において非連結子会
社であったスパンデック Inc．（現：タダノ・マンティスCorp．）は、経
営環境の激変を受け、収益力が急速に悪化しました。このため、当連結会
計年度末において同社の「のれん」について見直した結果、「減損損失」を
計上することとしました。これにともない、重要性の判断から同社を連結
子会社としました。

� 非連結子会社の数及び名称
非連結子会社の数……１社
非連結子会社の名称
タダノ・インダストリア・エ・コメルシオ Ltda．
（連結の範囲から除いた理由）
タダノ・インダストリア・エ・コメルシオ Ltda．は実質的な営業を
行っていないため連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社タダノ・インダストリア・エ・コメ
ルシオ Ltda．及び関連会社４社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しております。主要な関連会社は北起多田野（北京）起重機
有限公司であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、ファウンGmbH、タダノ・ファウンGmbH、タダノ・
ファウン・ホーランドB．V．、タダノ・アジア Pte．Ltd．、韓国多田野�、多
田野華南有限公司、タダノ・アメリカCorp．、京城多田野（北京）液圧機器
有限公司、タダノ・ファウン・シュタールバウGmbH、タダノ・アメリカ・
ホールディングス Inc．、金天利多田野（河北）金属加工有限公司、タダノ
オセアニア Pte．Ltd．及びタダノ・マンティスCorp．の決算日は１２月３１日で
あり、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。また、
その他の連結子会社の決算日は３月３１日であります。なお、連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
� 重要な資産の評価基準及び評価方法
� 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券（市場価格のあるもの）…………期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法によっ
て処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

その他有価証券（市場価格のないもの）…………移動平均法による原価法
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� デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ …………時価法

� たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品
商品・製品・半製品（キャリヤパーツ）
……主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

半製品（その他）
……主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕掛品
……主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品
……主として総平均法による原価法（キャリヤは個別法による原価
法）
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

� 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

……主として定率法（在外連結子会社は定額法）
� 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に検討した回収不能見込
額を計上しております。
製品保証引当金
製品のアフターサービスに対する費用に充当するため、主として過去
の実績割合により計上しております。
債務保証損失引当金
当社製品を購入する顧客の当社提携銀行等よりの借入金に対する保証
損失に備えるため、顧客の借入金に関する当社の保証債務に対し、過去
の履行実績率を基準にした保証損失見込額を計上しております。
退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差
異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（１２年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することとしております。

� 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資
産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

� 重要なヘッジ会計の処理
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を
満たしている金利スワップについては特例処理に、振当処理の要件を満た
している為替予約については振当処理によっております。

� 収益及び費用の計上基準
売上のうち、一部について割賦基準を採用しております。

	 消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。


 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用し
ております。
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� のれん及び負ののれんの償却に関する事項
のれん及び負ののれんの償却については、発生年度より実質的判断によ
る年数の見積りが可能なものはその見積り年数で、その他については５年
間の均等償却を行っております。

連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 ２７，２６１百万円
２．保証債務

販売先の当社提携銀行等よりの借入の保証 ６，９９６百万円
３．受取手形裏書譲渡高 ５，８９９百万円
４．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、
事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に規
定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に合理的な調整
を行って算出する方法によっております。
再評価を行った年月日 平成１４年３月３１日
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末に
おける時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額 ５，２１０百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 １２９，５００，３５５株
２．配当に関する事項
� 配当金支払額

� 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結
会計年度となるもの
平成２２年６月２５日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関
する事項を次のとおり提案しております。
�配当金の総額 ３８１百万円
�配当の原資 利益剰余金
�１株当たり配当額 ３円
�基準日 平成２２年３月３１日
	効力発生日 平成２２年６月２８日

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
� 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については短期的な運用に限定し、また、資
金調達については金融機関よりの借入あるいは社債によりおこなう方針で

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成２１年６月２３日
定時株主総会 普通株式 １，０１７ ８．００ 平成２１年３月３１日 平成２１年６月２４日

平成２１年１０月３０日
取締役会 普通株式 ６３５ ５．００ 平成２１年９月３０日 平成２１年１２月４日

計 １，６５２
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あります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するため、外
貨建債権債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は
行いません。

� 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金並びに短期貸付金は、顧客の信用リ
スクに晒されております。また、グローバルに事業展開していることから
生じている外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、
一部の外貨建ての営業債権については先物為替予約を利用してヘッジして
おります。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規定にしたが
い取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用
状況を半期毎に把握する事としています。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されています
が、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に取締役会に時
価が報告されています。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年内の支払期
日であります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に伴う資金調達
であり、長期借入金は主に投融資にかかる資金調達であります。変動金利
の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期のもの
の一部については、支払い金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を
図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘ
ッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性の評価方法については、
金利スワップの特例処理の要件を満たしているためその判定をもって有効
性の評価を省略しています。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定
に従っており、また、デリバティブの利用にあたっては信用リスクを軽減
するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。
また、営業債務や借入金は、流動性のリスクに晒されていますが、当社
グループでは、各社が月次に資金計画を作成するなどの方法により個別に
管理しています。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成２２年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認
められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

� 現金及び預金 ３０，８３２ ３０，８３２ ―
� 受取手形及び売掛金 ３１，７１０

貸倒引当金 △ ９４５
３０，７６４ ３０，７３７ △ ２６

� 短期貸付金 １，８０４
貸倒引当金 △ １１

１，７９３ １，９３５ １４２
� 投資有価証券
その他有価証券 ５，８９３ ５，８９３ ―

� 支払手形及び買掛金 （１１，８２５） （１１，８２５） ―
� 未払金 （２，７４８） （２，７４８） ―
� 短期借入金 （１０，０１１） （１０，０１１） ―
	 未払法人税等 （３８３） （３８３） ―

 長期借入金 （１５，９９０） （１５，９９４） ４
� 社債 （２０，０００） （２０，０７２） ７２
� デリバティブ ― ― ―

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関
する事項

� 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。
� 受取手形及び売掛金
受取手形及び売掛金の時価は、一定の期間毎に区分した受取手形の入金
予定金額をリスクフリーレートで割り引いた現在価値から貸倒引当金を控
除した金額によっております。
� 短期貸付金
短期貸付金の時価については一定の期間毎に区分した貸付金の元利金を
リスクフリーレートで割り引いた現在価値から貸倒引当金を控除した金額
によっております。
� 投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、証券
投資信託の受益証券は基準価格によっております。
� 支払手形及び買掛金、� 未払金、� 短期借入金並びに 	 未払法
人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。

 長期借入金並びに � 社債
長期借入金及び社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規借
入及び社債発行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっております。
� デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている
長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金
の時価に含めて記載しております。また、為替予約について振当処理によ
るもののうち売掛金と一体として処理されているものについては、その時
価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額１６０百万円）及び関連会社株式（連
結貸借対照表計上額６４百万円）は、市場価格がなく時価を把握すること
が極めて困難と認められるため、「� 投資有価証券」には含めており
ません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 ６６０円３８銭
２．１株当たり当期純損失 ７円５銭

（注）連結計算書類の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（平成２２年３月３１日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
特 許 権 等
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長期滞留営業債権
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

７９，４１３
２４，２２８
９，９７８
１９，４３９
１１，８９５
６，４４２
４，９６８
１，２６４
１，１６６
６７９

△ ６４９

６１，５６８
２９，４２４
８，３７１
１，１５８
３，１０２
８５
４２８

１５，８３０
３５１
９６

３１８
９
２９
１１２
１０５
６１

３１，８２５
６，０３３
８，８２９
４

１３，３３１
５０２
２７

３，０３１
５５１

△ ４８６

（負 債 の 部）
流 動 負 債

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年内に返済すべき長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
製 品 保 証 引 当 金
債務保証損失引当金
未経過割賦販売利益
割賦販売前受利息
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
長 期 未 払 金
そ の 他

２２，４９３
１，８０３
１０，５７７
１，５５６
３，９５０
１５２

１，７０２
９９５
６２
１９６
３６０
０
２５
４７０
６３９

４２，２０４
２０，０００
１４，６７０
３２７

２，８０４
３，９３９
７０
３９２

負 債 合 計 ６４，６９７

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金

７６，５７５
１３，０２１
１６，９５９
１６，９１３
４５

４８，７６１
２，４０９
４６，３５２
７０９

２７，０６０
１８，５８２

△ ２，１６６
△ ２９０
△ ２２１
△ ６８

純 資 産 合 計 ７６，２８５

資 産 合 計 １４０，９８２ 負 債 純 資 産 合 計 １４０，９８２
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損益計算書（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高
売 上 原 価

７１，１２８
５７，１８７

割賦販売利益繰延前売上総利益
未 経 過 割 賦 販 売 利 益 戻 入
未 経 過 割 賦 販 売 利 益 繰 入

１４５
４

１３，９４０

１４１

売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

１４，０８２
１５，７０９

営 業 損 失 １，６２６

営 業 外 収 益
受 取 利 息
割 賦 販 売 受 取 利 息
受 取 配 当 金
雑 収 益

３５
２３３
４３６
３５８ １，０６４

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
社 債 発 行 費
雑 損 失

５０４
４５
９９
４３３ １，０８３

経 常 損 失 １，６４５

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 取 崩 益
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益
関 係 会 社 清 算 益

２２
３０３

１，８３３
６ ２，１６５

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損
減 損 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入
会 員 権 等 評 価 損

６
１
８
１ １７

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

４９
△ ４９２

５０２

△ ４４２

当 期 純 利 益 ９４５
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株主資本等変動計算書
（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

平成２１年３月３１日残高 １３，０２１ １６，９１３ ４９ １６，９６３ ２，４０９ ７１４ ２７，０６０ １９，２８４ ４９，４６８

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △ ４ ４ ―

剰余金の配当 △１，６５２ △１，６５２

当期純利益 ９４５ ９４５

自己株式の取得

自己株式の処分 △ ３ △ ３

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △ ３ △ ３ △ ４ △ ７０２ △ ７０７

平成２２年３月３１日残高 １３，０２１ １６，９１３ ４５ １６，９５９ ２，４０９ ７０９ ２７，０６０ １８，５８２ ４８，７６１

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産
合 計自 己

株 式

株 主
資 本
合 計

その他
有価証
券評価
差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

土 地
再評価
差額金

評価・
換 算
差額等
合 計

平成２１年３月３１日残高 △２，１５９ ７７，２９４ △ １９５ ５ △ ６８ △ ２５９ ７７，０３５

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

剰余金の配当 △１，６５２ △１，６５２

当期純利益 ９４５ ９４５

自己株式の取得 △ １５ △ １５ △ １５

自己株式の処分 ７ ３ ３

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） △ ２６ △ ５ △ ３１ △ ３１

事業年度中の変動額合計 △ ７ △ ７１８ △ ２６ △ ５ △ ３１ △ ７５０

平成２２年３月３１日残高 △２，１６６ ７６，５７５ △ ２２１ △ ６８ △ ２９０ ７６，２８５
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１．資産の評価基準及び評価方法
� 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…………………移動平均法による原価法
その他有価証券（市場価格のあるもの）………期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部
純資産直入法によって処理
し、売却原価は移動平均法
により算定）

その他有価証券（市場価格のないもの）………移動平均法による原価法
� デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ……………………………………時価法
� たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品
製 品……個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

半製品……月総平均法による原価法（キャリヤパーツは個別法による原
価法）
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

仕掛品………個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品
原材料……月総平均法による原価法（キャリヤは個別法による原価法）

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

貯蔵品……最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
� 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
� リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
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なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．繰延資産の処理方法
社債発行費については、支出時に全額を費用として処理しております。

４．引当金の計上基準
� 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に検討した回収不能見込額を計
上しております。

� 製品保証引当金
製品のアフターサービス費用に充当するため、製品保証実施規定に基づ
く保証サービス費の過去の実績率を基準にした要保証サービス額を計上し
ております。

� 債務保証損失引当金
当社製品を購入する顧客の当社提携銀行等よりの借入金に対する保証損
失に備えるため、顧客の借入金に関する当社の保証債務に対し、過去の履
行実績率を基準にした保証損失見込額を計上しております。

� 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、そ
の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１２年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。

５．割賦販売の会計処理
（未経過割賦販売利益）
割賦契約による売上について割賦販売の会計処理を採用しており、支払
期日未到来分に対応する利益を「未経過割賦販売利益」として流動負債に
計上するとともに、当事業年度中の支払期日到来分に対応する利益を「未
経過割賦販売利益戻入」として当事業年度の利益に戻入しております。
（割賦販売受取利息）
支払期日未到来分に対応する額を「割賦販売前受利息」として流動負債
に計上するとともに、当事業年度中の支払期日到来分に対応する額を「割
賦販売受取利息」として営業外収益に計上しております。

６．ヘッジ会計の処理
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満
たしている金利スワップについては特例処理に、振当処理の要件を満たして
いる為替予約については振当処理によっております。

７．消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 ２１，１２９百万円
２．割賦販売契約等に基づいて一年経過後に入金期日の到来する受取手形金額

１，２５１百万円
３．保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
タダノ・アメリカ・Corp． ２，７９１百万円
フ ァ ウ ン GmbH ２，６２３百万円
タダノ・アメリカ・ホールディングス Inc． ４６５百万円
そ の 他 ８，９５８百万円

計 １４，８３８百万円
４．受取手形裏書譲渡高 ５，８９３百万円
５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 ４，１６３百万円
短期金銭債務 ２，８９３百万円
長期金銭債務 ２５５百万円

６．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、
事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出する
ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に合理的
な調整を行って算出する方法によっております。
再評価を行った年月日 平成１４年３月３１日
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末におけ
る時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

５，２１０百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
� 営業取引による取引高

売 上 高 １７，２０４百万円
営 業 費 用 １８，７３４百万円

� 営業取引以外の取引高 ４３１百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 ２，３９８，９６９株
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円）
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 引 当 金 １，５５７
関 係 会 社 株 式 ５５６
未 払 費 用 ３４３
貸 倒 引 当 金 ２７８
繰 越 欠 損 金 １，２９３
そ の 他 ２，３２７

繰延税金資産小計 ６，３５７
評 価 性 引 当 額 △ １，５６９

繰延税金資産合計 ４，７８７
繰 延 税 金 負 債
固定資産圧縮積立金 △ ４６４
そ の 他 △ ２６

繰延税金負債合計 △ ４９０
繰延税金資産の純額 ４，２９６

（注） 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産―繰延税金資産 １，２６４
固定資産―繰延税金資産 ３，０３１

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
法 定 実 効 税 率 ３９．５４％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ７．７７％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１９．１２％
評価性引当額の増減 １７．８９％
抱合せ株式消滅差益 △１４４．２５％
住 民 税 均 等 割 １０．５１％
そ の 他 △ ０．４９％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △８８．１５％

リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、工場機械設備の一部、電子計算機及び
その周辺機器等については所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し
ております。
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１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額
１年以内 ２５２百万円
１ 年 超 ３０２百万円
合 計 ５５５百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支 払 リ ー ス 料 ３３９百万円
減価償却費相当額 ３１４百万円
支払利息相当額 １５百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。利息相当額の算定方法は、リース料総額
とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっております。

関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） コンコルド・リース・アンド・ファイナンス�に対する借入につい

ては、市場金利を勘案して決定しております。
（注２） ファウンGmbH及びタダノ・アメリカCorp．の銀行借入につき、

債務保証を行ったものであり年率０．３％の保証料を受領しております。
（注３） 原材料・製品の購入にあたっては、独立第三者間取引と同様の一般

的な取引条件で行っております。

機械及び装置 工具器具及び備品 そ の 他 合 計

取 得 価 額 相 当 額（百万円） ３８６ ２５９ １，０２４ １，６７０

減価償却累計額相当額（百万円） ２５３ ２１７ ７１１ １，１８２

期 末 残 高 相 当 額（百万円） １３３ ４１ ３１２ ４８８

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
コンコルド・リース・ア
ンド・ファイナンス�

所有
直接１００．０％

資金の借入 資金の借入（注１） ２，８４６ 借入金 １，５５６

子会社 ファウンGmbH
所有
直接１００．０％

債務保証
債務保証（注２） ２，６２３ ― ―

保証料の受入（注２） １２ ― ―

子会社
タダノ・ファウ
ンGmbH

所有
間接１００．０％

原材料・製品の
購入

当社建設用クレーン
の原材料の購入及び
ファウン社製建設用
クレーンの購入
（注３）

１０，５１１ 買掛金 １６２

子会社
タダノ・アメリ
カCorp．

所有
間接１００．０％

債務保証
債務保証（注２） ２，７９１ ― ―

保証料の受入（注２） ２ ― ―

―３９―
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 ６００円１９銭
２．１株当たり当期純利益 ７円４４銭

退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、昭和４４年８月から退職金制度の一部について適格退職年金制度を
設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合が
あります。

２．退職給付債務に関する事項（平成２２年３月３１日現在） （単位：百万円）
イ．退職給付債務 △ ９，５８３
ロ．年金資産 ３，９１５
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ ５，６６８
ニ．未認識数理計算上の差異 １，７２８
ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △ ３，９３９

３．退職給付費用に関する事項（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日）
（単位：百万円）

イ．勤務費用 ４６０
ロ．利息費用 １９８
ハ．期待運用収益 △ ２６
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 ３１０
ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） ９４２

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ．割引率 ２．００％
ハ．期待運用収益率 ０．７５％
ニ．数理計算上の差異の処理年数 １２年
（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額
法により、翌事業年度から費用処理することとしております。）

（注） 計算書類の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

―４０―
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平 成２２年 ５ 月１０日

株式会社 タ ダ ノ
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岡 林 正 文 ○印

公認会計士 久 保 誉 一 ○印

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社タダノの

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計

算書について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社タダノ及び連結子会社から

成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以 上

指定有限責任社員
業務執行社員

―４１―



����������������

会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平 成２２年 ５ 月１０日

株式会社 タ ダ ノ
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

公認会計士 岡 林 正 文 ○印

公認会計士 久 保 誉 一 ○印

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社タ

ダノの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第６２期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書並びに

その附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以 上

指定有限責任社員
業務執行社員

指定有限責任社員
業務執行社員

―４２―



監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第６２期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取
締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締
役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。なお、
財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制
の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。事業報告に記載さ
れている会社法施行規則第１１８条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役
会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書
について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以
上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動
計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株
主資本等変動計算書）について検討いたしました。

２．監査の結果
� 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。な
お、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において重要な欠陥は認
識していない旨の報告を取締役等及び有限責任監査法人トーマツから受けております。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する
基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法
施行規則第１１８条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同
の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな
いと認めます。

� 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
� 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成２２年５月１４日
株式会社 タ ダ ノ 監査役会

常勤監査役 中 西 正 晴 ○印
常勤監査役 宇 川 悦 栄 ○印
常勤監査役（社外監査役） 石 川 博 文 ○印
社外監査役 三 宅 雄一郎 ○印

以 上

―４３―



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりとさせていただきたく存じ

ます。

� 期末配当に関する事項

当社は、利益配分につきましては、安定的な利益還元を継続すること

を基本に、連結業績及び配当性向等を総合的に勘案のうえで決定し、

同時に、財務体質の健全性を維持するために内部留保の充実にも取り組

むこととしております。

当期の期末配当につきましては、業績及び今後の厳しい経営環境を勘

案し、誠に遺憾ながら次のとおりとさせていただきたく存じます。

� 配当財産の種類

金銭といたします。

� 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３円

総額３８１，３０４，１５８円

なお、中間配当金５円を合わせ、年間配当金は前期よりも８円減

額の１株につき８円となります。

� 剰余金の配当が効力を生ずる日

平成２２年６月２８日（月曜日）

� その他の剰余金の処分に関する事項

� 減少する剰余金の項目とその額

固定資産圧縮積立金 ４，７５９，１８８円

� 増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 ４，７５９，１８８円

―４４―



第２号議案 取締役５名選任の件

現在の取締役全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当

社株式の数

１

た だ の こういち

多田野 宏一
（昭和２９年７月３日生）

昭和５２年４月 丸紅株式会社入社
昭和６３年６月 当社入社
平成３年６月 社長室長
平成９年１月 ファウンGmbH取締役社長
平成９年６月 取締役
平成１１年４月 取締役、執行役員常務
平成１３年４月 取締役、執行役員専務
平成１４年４月 代表取締役、執行役員専務
平成１５年６月 代表取締役社長
平成２２年４月 代表取締役社長、企画管理部

門・開発部門統括（現任）

２２３，０００株

２

すず き ただし

鈴 木 正
（昭和２８年１月５日生）

昭和５１年４月 住友商事株式会社入社
平成９年４月 当社入社
平成９年７月 海外事業部長
平成１１年４月 執行役員、海外事業部長
平成１３年６月 取締役、執行役員、海外事業

部長
平成１４年４月 取締役、執行役員常務
平成１５年６月 取締役、執行役員専務
平成２２年４月 取締役、執行役員専務、CS

部門・国内営業部門・海外営
業部門・欧州事業部門・米州
事業部門統括、営業統括部門
担当（現任）

８４，０００株

３

おお やぶ しゅう じ

大 薮 修 二
（昭和２２年６月１２日生）

昭和４５年４月 当社入社
平成８年１０月 人事部長
平成１１年４月 経営企画室部長（人事・総務

担当）
平成１２年４月 執行役員、経営企画室部長
平成１３年４月 執行役員、企画管理部部長
平成１５年６月 執行役員、企画管理部長
平成１７年６月 取締役、執行役員常務
平成２２年４月 取締役、執行役員常務、生産

部門・品質安全部門統括、購
買部門・中国事業部門担当
（現任）

６６，０００株

―４５―



候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当

社株式の数

４

い とう のぶ ひこ

伊 藤 伸 彦
（昭和２２年２月５日生）

昭和４６年７月 エクソン化学ジャパン入社
平成元年７月 日本ゼネラル・エレクトリッ

ク株式会社入社
平成１１年１月 GE横河メディカルシステム

株式会社代表取締役社長
平成１４年９月 GEエジソン生命保険株式会

社（現：AIG エジソン生命
保険株式会社）代表取締役社
長兼CEO

平成１６年１月 GEキャピタルリーシング株式
会社代表取締役社長兼CEO

平成１７年２月 日本ゼネラル・エレクトリック
株式会社代表取締役社長兼
CEO

平成２０年１月 TPGキャピタル株式会社顧
問（現任）

平成２０年２月 NIS グループ株式会社取締役
平成２０年６月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
TPGキャピタル株式会社顧問

０株

５

よし だ やす ゆき

吉 田 康 之
（昭和２２年８月２３日生）

昭和４６年４月 株式会社三菱総合研究所入社
平成１４年１０月 同社参与
平成１９年１０月 株式会社日建設計総合研究所

入社、上席研究員
平成２０年１月 同社常務理事、上席研究員
平成２０年６月 当社取締役（現任）
平成２１年３月 株式会社日建設計総合研究所

取締役、常務理事、副所長
（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社日建設計総合研究所取締役

８，０００株

（注）１．取締役候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

２．伊藤伸彦、吉田康之の両氏は社外取締役の候補者であります。

また、両氏の当社における社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時を

もって２年となります。

３．社外取締役候補者選任理由

伊藤伸彦氏につきましては、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件

を満たしており、また企業経営に関する豊富な知識と経験を当社経営に活かして

いただくため、選任をお願いするものであります。

吉田康之氏につきましては、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件

を満たしており、またシンクタンクで培った豊富な知識と経験を当社経営に活か

していただくため、選任をお願いするものであります。

―４６―



４．社外取締役との責任限定契約について

社外取締役候補者 伊藤伸彦、吉田康之の両氏につきましては、当社との間で

会社法第４２３条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当

該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

―４７―



第３号議案 監査役２名選任の件

監査役 宇川悦栄、石川博文の両氏は、本総会終結の時をもって任期満

了となりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

なお、選任いただいた場合の任期は、第６６回定時株主総会終結の時まで

となります。

また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当

社株式の数

１

う がわ よし ひで

宇 川 悦 栄
（昭和２１年８月１４日生）

昭和４５年１２月 当社入社
平成５年１０月 関連事業部長
平成９年４月 経理部長
平成１３年４月 執行役員、企画管理部部長
平成２０年６月 常勤監査役（現任）

２４，０００株

２

いし かわ ひろ ふみ

石 川 博 文
（昭和２３年３月４日生）

平成１２年２月 高瀬警察署長
平成１４年３月 香川県警察本部警務部参事官
平成１７年３月 香川県警察本部生活安全部長
平成１８年３月 香川県警察本部退職
平成１８年６月 当社常勤監査役（現任）

１７，０００株

（注）１．監査役候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

２．石川博文氏は社外監査役候補者であります。

また、同氏の当社における社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時を

もって４年となります。

３．社外監査役候補者選任理由

石川博文氏につきましては、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件

を満たしており、またコンプライアンスに関する豊富な知識と経験を当社監査体

制に活かしていただくため、選任をお願いするものであります。

４．社外監査役との責任限定契約について

社外監査役候補者 石川博文氏につきましては、当社との間で会社法第４２３条

第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく

賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

―４８―



第４号議案 補欠監査役１名選任の件

補欠監査役 香西 忠氏は、本総会開始の時をもって予選の効力が満了

いたしますので、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備

え、補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。補欠監査役候補

者 香西 忠氏は、第３号議案が原案どおり承認可決されますと、監査役

石川博文、三宅雄一郎の両氏の補欠監査役となります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

以 上

補欠監査役候補者

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当

社株式の数

こう ざい ただし

香 西 忠
（昭和１２年１２月２０日生）

平成９年４月 香川県警察本部退職
平成１０年６月 当社常勤監査役
平成１８年６月 当社補欠監査役（現任）

１４，３３１株

（注）１．補欠監査役候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

２．香西 忠氏は補欠の社外監査役候補者であります。

３．社外監査役の補欠監査役候補者選任理由

香西 忠氏につきましては、コンプライアンスに関する豊富な知識と当社社外

監査役としての経験を当社の監査体制に活かしていただくため、選任をお願いす

るものであります。

４．社外監査役との責任限定契約について

補欠監査役候補者 香西 忠氏が原案どおり選任され、かつ社外監査役に就任

した場合には、当社との間で会社法第４２３条第１項の賠償責任を限定する契約を

締結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定

める最低責任限度額となります。

―４９―



メモ欄

―５０―



メモ欄

―５１―
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第６２回定時株主総会会場ご案内図
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